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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

　①当期の概況

　当連結会計年度のわが国経済は、企業収益や雇用情勢、所得環境に改善が見られるなど、穏やかな回復基調が見ら

れました。

　道路建設業界におきましては、公共工事は減少傾向にあるものの高水準を維持する一方、人材不足や原材料価格の

動向など不透明な状況もあり、引き続き厳しい経営環境が続いております。

　このような状況下、当社グループでは、採算性を重視した受注方針を徹底するとともに、創意工夫を凝らした技術

提案による生産性の向上に取り組み、業績の向上に努めてまいりました。その結果、受注高は379億９千１百万円（前

年同期比10.5％減）、売上高は402億２千万円（前年同期比3.6％増）となりました。利益につきましては、経常利益

が25億３千３百万円（前年同期比65.2％増）、親会社株主に帰属する当期純利益が14億７千９百万円(前年同期比61.7

％増）となりました。

　

〔主な受注工事〕

発注者 工事名 工事場所

西日本高速道路株式会社 新名神高速道路 川西舗装工事 兵庫県

株式会社鴻池組 立川基地跡地昭島地区国営公園道路舗装工事その他工事 東京都

キムラ工業株式会社 坂東ＩＣ地盤改良工事その２ 茨城県

株式会社淺沼組 ＵＲ流山新市街地整備工事 千葉県

株式会社長福 高洲地区道路災害復旧工事（23災道第64・231号） 千葉県

〔主な完成工事〕

発注者 工事名 工事場所

中日本高速道路株式会社 首都圏中央連絡自動車道 相模原ＩＣ舗装工事 神奈川県

国土交通省仙台河川国道事務所 南三陸西地区舗装工事 宮城県

国土交通省三陸国道工事事務所 大船渡国道維持補修工事 岩手県

国土交通省岩手河川国道事務所 巣子地区舗装工事 岩手県

国土交通省紀南河川国道事務所 近畿自動車道紀勢線安宅トンネルコンクリート舗装工事 和歌山県

　②次期の見通し

　次期の見通しにつきましては、政府の各種政策の効果もあって、国内景気は穏やかな回復傾向が続くと予想されま

す。

　道路建設業界におきましては、政府の経済政策に伴う公共投資や、企業の収益改善による設備投資の増加が期待さ

れますが、今後の企業間の受注競争はさらに厳しさが増すと思われます。

　このような情勢のなか、当社グループといたしましては、受注の拡大、利益の確保を目指し、利益重視による選択

受注の徹底により「収益力の強化」を図るとともに、営業力・技術力を一層強化して競争力を高め、財務体質の強化

に取り組んでまいります。

　通期（平成29年３月期）の業績につきましては、売上高360億円、営業利益12億４千万円、経常利益12億９千万円、

親会社株主に帰属する当期純利益６億８千万円を見込んでおります。

　なお、添付資料５ページ「３．経営方針 （５）その他、会社の経営上重要な事項」に記載の独占禁止法違反の疑い

に係る事案について、現時点において合理的に見積もることが可能な指名停止措置の影響を考慮しております。今後

考えられる処分等の影響につきましては、本日発表の業績予想には考慮しておりません。引き続き、状況に応じて業

績予想を見直し、適時適切に開示してまいります。
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（２）財政状態に関する分析

当連結会計年度の資産合計は、323億８千６百万円（前連結会計年度比14億６千１百万円増、4.7％増）、流動資

産は200億７千８百万円（同13億６百万円増、7.0％増）、固定資産は123億７百万円（同１億５千５百万円増、1.3

％増）となりました。

流動資産増加の主な要因につきましては、代金回収等により現金預金が28億２千７百万円増加したことによりま

す。固定資産増加の主な要因につきましては、固定資産取得により建物・構築物が1億４千９百万円増加したことに

よります。

当連結会計年度の負債合計は202億２千１百万円（同１億５千９百万円増、0.8％増）、流動負債は156億８千５百

万円（同５億２千２百万円増、3.4％増）、固定負債は45億３千６百万円（同３億６千２百万円減、7.4％減）とな

りました。流動負債増加の主な要因は、独占禁止法関連損失引当金を３億１千１百万円積み増したことによります。

固定負債減少の主な要因は、長期借入金が２億７千８百万円減少したことによります。

当連結会計年度の純資産合計は、121億６千４百万円となりました。主な要因は、利益剰余金の増加であります。

② キャッシュ・フローの状況

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度の営業活動による資金の増加は、36億２千６百万円（前連結会計年度は４千３百万円の増加）と

なりました。主な増加の要因は、税金等調整前当期純利益及び売上債権の減少によるものであります。また、主な

減少の要因は仕入債務の減少によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度の投資活動による資金の減少は、５億９千万円（前連結会計年度は17億４百万円の減少）となり

ました。主な要因は、有形固定資産の取得によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度の財務活動による資金の減少は、１億８千８百万円（前連結会計年度は６億２百万円の増加）と

なりました。主な要因は、長期借入金の返済による支出であります。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期 平成27年３月期 平成28年３月期

自己資本比率 23.8 29.6 33.9 35.0 37.4

時価ベースの自己資本比率 12.3 17.0 16.4 15.4 14.7

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

3.5 1.9 4.6 100.7 1.2

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

12.6 23.9 11.0 0.8 56.9

　（注） 自己資本比率：自己資本／総資産

　 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

　 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

　 インタレスト・ガバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

　 ※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

　 ※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

　 ※有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象と

　 しております。

　 ※営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動に

　 よるキャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を使用しております。

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

利益配分については、経営体質の強化及び将来の事業展開に備えての内部留保の充実等を勘案し、業績に対応し、

配当性向も考慮した配当を基本としております。

これらの方針に基づき、当期の配当につきましては、１株あたり5.0円の普通配当に2.0円の特別配当を加え、1株

あたり7.0円を予定しております。

次期の配当につきましては、業績予想を勘案し、現在のところ１株あたり7.0円を予定しております。
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２．企業集団の状況

　当社の企業集団は、主に舗装工事、土木工事等の建設事業ならびに製品の製造、販売等の事業活動を展開しておりま

す。

　当グループの事業における位置付けは次のとおりであります。

（1）舗装、土木事業

　当社が舗装・土木等に係る建設工事の受注、施工を行うほか、連結子会社の拓神建設㈱、㈱創誠、㈱弘永舗道もそれ

ぞれ建設工事の受注、施工を行っており、その一部は当社が発注し、また当社が上記各連結子会社から工事の一部を受

注しております。

（2）製品製造・販売事業

　当社と連結子会社の㈱弘永舗道がアスファルト合材及び関連製品の製造・販売を営んでおり、互いにその一部を販売、

購入しております。また、当社から連結子会社の拓神建設㈱、㈱創誠へその一部を販売しております。

　非連結子会社のＳＷテクノ㈱は、機械レンタル事業を行っており、当社は機械等の一部を同社よりレンタルしており

ます。

（3）事業系統図

　（注） 連結子会社でありました佐東奥科貿有限公司は平成28年４月25日に清算が結了し重要性が低下したことか

　 ら、また持分法関連会社でありました杭州同舟瀝青有限公司は平成28年３月23日に当社持分の譲渡契約を

　 締結したため、同二社を連結の範囲から除外しております。
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

　当社は、「誠実、創造、最高の技術」の社是のもと、常に自然を考え、人のことを思い、株主、顧客、社員、取引先

の信頼と期待に的確にこたえることを基本に、建設事業、アスファルト合材製造販売事業等などを通じて、社会の発展

に貢献するとともに企業の安定成長に努めてまいります。

　なお、この度の独占禁止法違反の疑いを受け、独占禁止法その他の関係法令等を遵守した事業活動を行うため、すべ

ての役職員に対し継続的な教育を徹底します。

（２）目標とする経営指標

　当社は、施工管理体制の改善と管理部門のコスト削減を図り、収益の確実な改善に基づく自己資本の拡充ならびに自

己資本比率の向上を喫緊の課題としております。

（３）中長期的な会社の経営戦略

　当社は、急速に変動する世界経済のなか、建設業を取り巻く経営環境は依然として厳しい状況が続くものと想定して

おります。経営資源を有効に利用し、環境に左右されない安定的な収益の確保による経営基盤の強化を目指してまいり

ます。

（４）会社の対処すべき課題

　当社を取り巻く経営環境は依然厳しい状況が続くものと考えられますが、このような状況の下でも「安定した売上と

利益を確保できる経営基盤の構築」に向け、以下の重点課題に取り組んでまいります。

1.既存顧客との関係強化や新分野、新規事業への進出などによる顧客の拡充に努める。

2.品質重視の施工管理や確実な工程管理の一層の徹底により、収益力の強化を図る。

3.業務効率の向上による経営コストの削減を図る。

4.経営資源の活用による財務体質の強化を図る。

（５）その他、会社の経営上重要な事項

　当社は、東日本高速道路株式会社東北支社発注の東日本大震災に係る舗装災害復旧工事の入札に関して、独占禁止

法違反の疑いがあるとして、平成27年１月に公正取引委員会の立入検査を受け、平成28年３月、当社および当社関係

者が、同法違反の容疑により、東京地方検察庁から起訴されました。また、当社は同年３月に東日本高速道路株式会

社、国土交通省東北地方整備局等から指名停止措置を受けております。

　株主の皆様、お取引先をはじめ関係各位に、多大なご迷惑とご心配をおかけしておりますことを心からお詫び申し

上げます。

　当社は、この度の事態を厳粛かつ真摯に受け止め、原因の究明など再発防止に必要な社内調査の実施と、具体的な

再発防止策の策定を進めるとともに、本件に係る事実の確認および原因の究明並びに、再発防止策の妥当性に関する

客観的な評価および提言を得ることを目的に、当社から独立した社外の有識者・専門家から構成される「社外調査委

員会」を設置しております。役職員一同、法令遵守の一層の徹底に取り組み、早期の信頼回復に最善を尽くしてまい

ります。

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社グループの業務は日本国内中心で行われており、国際的な資金調達を行っておりませんので、当面は日本基準に

基づき連結財務諸表を作成する方針です。
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５．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 2,117,711 4,945,668

受取手形・完成工事未収入金等 15,196,261 13,493,178

未成工事支出金 779,807 842,269

その他のたな卸資産 175,582 170,815

繰延税金資産 225,122 314,836

その他 310,731 319,045

貸倒引当金 △33,426 △7,421

流動資産合計 18,771,790 20,078,391

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 7,362,405 7,511,689

機械、運搬具及び工具器具備品 8,773,522 8,910,157

土地 6,013,895 5,957,089

建設仮勘定 25,499 142,859

その他 92,570 111,734

減価償却累計額 △12,699,149 △12,751,021

有形固定資産合計 9,568,744 9,882,508

無形固定資産 49,603 49,661

投資その他の資産

投資有価証券 1,585,444 1,539,152

長期貸付金 72,272 62,979

破産更生債権等 78,991 64,810

繰延税金資産 787,827 706,473

その他 82,113 66,484

貸倒引当金 △72,182 △64,244

投資その他の資産合計 2,534,467 2,375,655

固定資産合計 12,152,814 12,307,825

資産合計 30,924,604 32,386,217
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 9,557,328 8,946,454

短期借入金 2,900,000 3,110,000

1年内返済予定の長期借入金 326,988 312,872

未払法人税等 401,965 627,723

未払消費税等 137,741 241,157

未成工事受入金 510,670 518,893

賞与引当金 452,559 381,200

完成工事補償引当金 13,280 13,609

工事損失引当金 43,370 89,900

独占禁止法関連損失引当金 207,888 519,721

関係会社整理損失引当金 37,961 -

設備関係支払手形 131,341 460,353

その他 441,657 463,141

流動負債合計 15,162,754 15,685,026

固定負債

長期借入金 1,127,652 849,360

退職給付に係る負債 2,629,801 2,592,510

再評価に係る繰延税金負債 935,774 886,522

長期預り金 156,000 156,000

その他 49,879 52,280

固定負債合計 4,899,107 4,536,674

負債合計 20,061,862 20,221,701

純資産の部

株主資本

資本金 1,751,500 1,751,500

資本剰余金 869,602 869,602

利益剰余金 6,098,529 7,519,520

自己株式 △4,522 △4,784

株主資本合計 8,715,110 10,135,838

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 278,590 203,558

土地再評価差額金 1,648,807 1,698,058

為替換算調整勘定 11,360 -

退職給付に係る調整累計額 176,057 88,251

その他の包括利益累計額合計 2,114,816 1,989,869

非支配株主持分 32,815 38,808

純資産合計 10,862,742 12,164,516

負債純資産合計 30,924,604 32,386,217
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

売上高 38,820,532 40,220,877

売上原価 35,415,820 35,840,273

売上総利益 3,404,711 4,380,604

販売費及び一般管理費

従業員給料手当 828,103 886,925

賞与引当金繰入額 117,230 84,932

退職給付費用 35,227 25,068

減価償却費 76,508 80,140

その他 881,618 859,063

販売費及び一般管理費合計 1,938,687 1,936,129

営業利益 1,466,024 2,444,474

営業外収益

受取利息 7,645 7,760

受取配当金 18,205 20,520

持分法による投資利益 64,034 74,706

貸倒引当金戻入額 17,323 29,959

その他 28,962 25,538

営業外収益合計 136,171 158,485

営業外費用

支払利息 57,148 64,325

その他 11,495 5,065

営業外費用合計 68,644 69,391

経常利益 1,533,551 2,533,567

特別利益

固定資産売却益 4,454 33,113

投資有価証券売却益 23,054 -

関係会社出資金売却益 - 26,221

特別利益合計 27,509 59,334

特別損失

固定資産売却損 - 548

固定資産除却損 6,462 40,982

減損損失 348 269

独占禁止法関連損失引当金繰入額 207,888 311,832

関係会社整理損失引当金繰入額 37,961 -

特別損失合計 252,660 353,633

税金等調整前当期純利益 1,308,401 2,239,268

法人税、住民税及び事業税 426,624 676,929

法人税等調整額 △38,325 76,624

法人税等合計 388,298 753,554

当期純利益 920,102 1,485,713

非支配株主に帰属する当期純利益 4,789 5,992

親会社株主に帰属する当期純利益 915,313 1,479,721
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当期純利益 920,102 1,485,713

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 24,546 △73,497

土地再評価差額金 95,605 49,251

為替換算調整勘定 450 △2,059

退職給付に係る調整額 23,468 △87,806

持分法適用会社に対する持分相当額 10,678 △10,835

その他の包括利益合計 154,749 △124,947

包括利益 1,074,852 1,360,766

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 1,070,063 1,354,773

非支配株主に係る包括利益 4,789 5,992
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,751,500 869,602 5,723,597 △4,262 8,340,437

会計方針の変更によ

る累積的影響額
△404,756 △404,756

会計方針の変更を反映

した当期首残高
1,751,500 869,602 5,318,840 △4,262 7,935,680

当期変動額

剰余金の配当 △135,624 △135,624

親会社株主に帰属す

る当期純利益
915,313 915,313

自己株式の取得 △259 △259

連結範囲の変動 -

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 - - 779,689 △259 779,429

当期末残高 1,751,500 869,602 6,098,529 △4,522 8,715,110

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

土地再評価差額

金

為替換算調整勘

定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利

益累計額合計

当期首残高 252,411 1,553,202 1,864 152,588 1,960,066 28,026 10,328,530

会計方針の変更によ

る累積的影響額
△404,756

会計方針の変更を反映

した当期首残高
252,411 1,553,202 1,864 152,588 1,960,066 28,026 9,923,773

当期変動額

剰余金の配当 △135,624

親会社株主に帰属す

る当期純利益
915,313

自己株式の取得 △259

連結範囲の変動 -

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

26,179 95,605 9,496 23,468 154,749 4,789 159,538

当期変動額合計 26,179 95,605 9,496 23,468 154,749 4,789 938,968

当期末残高 278,590 1,648,807 11,360 176,057 2,114,816 32,815 10,862,742
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当連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,751,500 869,602 6,098,529 △4,522 8,715,110

会計方針の変更によ

る累積的影響額
-

会計方針の変更を反映

した当期首残高
1,751,500 869,602 6,098,529 △4,522 8,715,110

当期変動額

剰余金の配当 △79,775 △79,775

親会社株主に帰属す

る当期純利益
1,479,721 1,479,721

自己株式の取得 △262 △262

連結範囲の変動 21,044 21,044

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 - - 1,420,990 △262 1,420,728

当期末残高 1,751,500 869,602 7,519,520 △4,784 10,135,838

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

土地再評価差額

金

為替換算調整勘

定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利

益累計額合計

当期首残高 278,590 1,648,807 11,360 176,057 2,114,816 32,815 10,862,742

会計方針の変更によ

る累積的影響額
-

会計方針の変更を反映

した当期首残高
278,590 1,648,807 11,360 176,057 2,114,816 32,815 10,862,742

当期変動額

剰余金の配当 △79,775

親会社株主に帰属す

る当期純利益
1,479,721

自己株式の取得 △262

連結範囲の変動 21,044

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△75,031 49,251 △11,360 △87,806 △124,947 5,992 △118,954

当期変動額合計 △75,031 49,251 △11,360 △87,806 △124,947 5,992 1,301,773

当期末残高 203,558 1,698,058 - 88,251 1,989,869 38,808 12,164,516

決算短信（宝印刷） 2016年05月10日 20時08分 11ページ（Tess 1.50(64) 20160126_01）



― 12 ―

（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,308,401 2,239,268

減価償却費 632,989 712,025

減損損失 348 269

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △200,681 △170,183

貸倒引当金の増減額（△は減少） △96,060 △33,941

その他の引当金の増減額（△は減少） 226,303 287,330

受取利息及び受取配当金 △25,851 △28,280

支払利息 57,148 64,325

持分法による投資損益（△は益） △64,034 △74,706

その他の営業外損益（△は益） △17,467 △20,472

有形固定資産売却損益（△は益） △4,454 △32,564

有形固定資産除却損 6,462 40,982

その他の特別損益（△は益） △23,054 △26,221

売上債権の増減額（△は増加） △121,780 1,725,291

たな卸資産の増減額（△は増加） 77,018 △57,738

仕入債務の増減額（△は減少） △1,147,712 △640,794

未払消費税等の増減額（△は減少） 98,454 105,656

小計 706,029 4,090,248

利息及び配当金の受取額 25,851 28,280

利息の支払額 △55,866 △63,676

法人税等の支払額 △817,606 △460,592

その他 184,828 31,760

営業活動によるキャッシュ・フロー 43,236 3,626,020

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,582,833 △685,464

有形固定資産の売却による収入 5,900 92,307

無形固定資産の取得による支出 △7,391 △6,937

投資有価証券の取得による支出 △206,560 -

投資有価証券の売却による収入 48,661 -

貸付けによる支出 △43,022 △45,882

貸付金の回収による収入 64,795 55,321

その他 15,996 570

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,704,454 △590,083

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） - 210,000

長期借入れによる収入 1,005,000 40,000

長期借入金の返済による支出 △245,373 △332,408

リース債務の返済による支出 △21,398 △25,870

配当金の支払額 △135,033 △79,919

その他 △259 △262

財務活動によるキャッシュ・フロー 602,935 △188,460

現金及び現金同等物に係る換算差額 292 △1,922

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,057,990 2,845,553

現金及び現金同等物の期首残高 3,175,701 2,117,711

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 - △17,596

現金及び現金同等物の期末残高 2,117,711 4,945,668
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はございません。

(会計方針の変更)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を、当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による

差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変

更いたしました。

　また、企業結合に係る暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計

年度の連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。

　加えて、当期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。

　当該表示の変更を反映させるため、前連結会計年度については、連結財務諸表の組替えを行っております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）及

び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計期間の期首時点から将

来にわたって適用しております。

当連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又は

売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載し、連結範囲の

変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得又は売却に関連して生

じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する方法に変更して

おります。

なお、当連結会計年度において、連結財務諸表及び１株当たり情報に与える影響額はありません。

(表示方法の変更)

（連結貸借対照表）

前連結会計年度において「負債の部」の「その他」に含めていた「設備関係支払手形」は、金額的重要性が増し

たため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会

計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「負債の部」の「その他」に表示していた572,999千円

は、「設備関係支払手形」131,341千円、「その他」441,657千円として組み替えております。

(セグメント情報等)

当社グループは、建設事業の単一セグメントのため、セグメント情報の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

　

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

１株当たり純資産額 678.78円 760.03円

１株当たり当期純利益金額 57.37円 92.75円

　

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　 ２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。

　

項目
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 915,313 1,479,721

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期
純利益（千円）

915,313 1,479,721

普通株式の期中平均株式数（千株） 15,955 15,954

　

　 ３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下の通りであります。

　

項目
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 10,862,742 12,164,516

普通株主に係る純資産額（千円） 10,829,926 12,125,707

差額の内訳（千円）

　非支配株主持分 32,815 38,808

普通株式の発行済株式数（千株） 15,978 15,978

普通株式の自己株式数（千株） 23 24

１株当たり純資産額の算定に用いられた期
末の普通株式の数（千株）

15,955 15,954

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はございません。
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６．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成27年３月31日)

当事業年度
(平成28年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 1,782,888 4,564,583

受取手形 2,079,973 2,091,359

完成工事未収入金 11,226,027 9,713,530

売掛金 1,509,756 1,389,977

未成工事支出金 772,478 839,700

材料貯蔵品 164,947 163,913

短期貸付金 6,260 6,260

前払費用 34,181 26,669

繰延税金資産 219,328 308,875

従業員に対する短期貸付金 24,626 24,700

その他 240,012 262,665

貸倒引当金 △30,749 △5,230

流動資産合計 18,029,731 19,387,006

固定資産

有形固定資産

建物 5,815,682 5,997,695

減価償却累計額 △3,566,242 △3,676,438

建物（純額） 2,249,439 2,321,257

構築物 1,504,717 1,473,979

減価償却累計額 △1,258,015 △1,218,998

構築物（純額） 246,701 254,981

機械及び装置 7,987,071 8,079,009

減価償却累計額 △7,078,129 △7,023,008

機械及び装置（純額） 908,941 1,056,001

車両運搬具 8,547 14,347

減価償却累計額 △7,652 △12,967

車両運搬具（純額） 895 1,379

工具、器具及び備品 628,389 645,871

減価償却累計額 △562,126 △587,851

工具、器具及び備品（純額） 66,262 58,019

土地 5,927,861 5,871,055

リース資産 92,570 111,734

減価償却累計額 △49,132 △65,094

リース資産（純額） 43,438 46,640

建設仮勘定 25,499 142,859

有形固定資産合計 9,469,040 9,752,194

無形固定資産

ソフトウエア 24,357 23,714

電話加入権 14,942 14,942

リース資産 8,987 9,872

無形固定資産合計 48,288 48,530
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(単位：千円)

前事業年度
(平成27年３月31日)

当事業年度
(平成28年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 802,030 688,635

関係会社株式 504,077 504,077

出資金 4,110 4,110

関係会社出資金 4,686 -

関係会社長期貸付金 18,300 12,040

従業員に対する長期貸付金 53,110 50,439

破産更生債権等 77,589 63,469

繰延税金資産 865,371 739,274

その他 53,401 53,534

貸倒引当金 △70,842 △62,964

投資その他の資産合計 2,311,834 2,052,615

固定資産合計 11,829,163 11,853,340

資産合計 29,858,894 31,240,347
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(単位：千円)

前事業年度
(平成27年３月31日)

当事業年度
(平成28年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 4,764,515 4,659,871

工事未払金 4,451,305 4,042,016

短期借入金 2,900,000 3,110,000

1年内返済予定の長期借入金 314,280 299,280

リース債務 21,053 24,563

未払金 203,499 239,897

未払費用 123,095 108,953

未払法人税等 392,581 594,125

未払消費税等 127,658 233,910

未成工事受入金 509,970 518,893

預り金 67,711 72,394

賞与引当金 446,759 376,000

完成工事補償引当金 12,500 12,800

工事損失引当金 39,500 89,900

独占禁止法関連損失引当金 207,888 519,721

資産除去債務 - 2,286

設備関係支払手形 131,341 460,353

流動負債合計 14,713,659 15,364,968

固定負債

長期借入金 1,121,370 822,090

長期未払金 - 292

リース債務 35,085 35,966

長期預り金 156,000 156,000

再評価に係る繰延税金負債 935,774 886,522

退職給付引当金 2,870,721 2,701,293

資産除去債務 14,794 16,022

固定負債合計 5,133,745 4,618,187

負債合計 19,847,405 19,983,156

純資産の部

株主資本

資本金 1,751,500 1,751,500

資本剰余金

資本準備金 600,000 600,000

その他資本剰余金 269,602 269,602

資本剰余金合計 869,602 869,602

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 5,470,342 6,740,552

利益剰余金合計 5,470,342 6,740,552

自己株式 △4,522 △4,784

株主資本合計 8,086,923 9,356,871

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 275,758 202,261

土地再評価差額金 1,648,807 1,698,058

評価・換算差額等合計 1,924,565 1,900,319

純資産合計 10,011,489 11,257,191

負債純資産合計 29,858,894 31,240,347
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（２）損益計算書

(単位：千円)
前事業年度

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

売上高

完成工事高 32,613,771 33,668,343

製品売上高 4,859,257 5,248,268

売上高合計 37,473,029 38,916,611

売上原価

完成工事原価 30,175,092 30,775,905

製品売上原価 4,057,617 3,966,711

売上原価合計 34,232,710 34,742,617

売上総利益

完成工事総利益 2,438,679 2,892,437

製品売上総利益 801,640 1,281,556

売上総利益合計 3,240,319 4,173,994

販売費及び一般管理費

役員報酬 118,159 135,383

従業員給料手当 799,258 850,047

賞与引当金繰入額 116,148 84,073

退職給付費用 50,632 33,171

法定福利費 150,917 131,459

福利厚生費 39,715 40,765

修繕維持費 11,641 5,952

事務用品費 54,093 52,060

通信交通費 92,370 89,391

動力用水光熱費 16,097 15,479

研究開発費 50,595 40,097

広告宣伝費 3,722 4,671

交際費 14,906 11,392

寄付金 188 451

地代家賃 21,349 20,668

減価償却費 74,928 81,935

租税公課 72,866 82,289

保険料 32,234 33,382

雑費 126,580 134,110

販売費及び一般管理費合計 1,846,406 1,846,783

営業利益 1,393,913 2,327,211
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(単位：千円)
前事業年度

(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

営業外収益

受取利息 7,582 7,698

受取配当金 30,600 37,489

保険関連収入 10,854 6,192

受取賃貸料 5,741 6,182

貸倒引当金戻入額 18,584 29,414

その他 11,097 11,562

営業外収益合計 84,461 98,540

営業外費用

支払利息 56,236 63,441

その他 11,463 4,935

営業外費用合計 67,700 68,377

経常利益 1,410,674 2,357,374

特別利益

固定資産売却益 4,454 33,113

投資有価証券売却益 23,054 -

関係会社出資金売却益 - 18,313

特別利益合計 27,509 51,426

特別損失

固定資産除却損 6,462 40,463

減損損失 348 269

関係会社出資金評価損 39,030 -

独占禁止法関連損失引当金繰入額 207,888 311,832

特別損失合計 253,729 352,565

税引前当期純利益 1,184,454 2,056,235

法人税、住民税及び事業税 398,512 629,802

法人税等調整額 △39,143 76,447

法人税等合計 359,368 706,250

当期純利益 825,085 1,349,985
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 1,751,500 600,000 269,602 869,602 5,183,049 5,183,049

会計方針の変更によ

る累積的影響額
△402,167 △402,167

会計方針の変更を反映

した当期首残高
1,751,500 600,000 269,602 869,602 4,780,881 4,780,881

当期変動額

剰余金の配当 △135,624 △135,624

当期純利益 825,085 825,085

自己株式の取得

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 - - - - 689,460 689,460

当期末残高 1,751,500 600,000 269,602 869,602 5,470,342 5,470,342

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券評

価差額金
土地再評価差額金

評価・換算差額等

合計

当期首残高 △4,262 7,799,889 251,211 1,553,202 1,804,413 9,604,303

会計方針の変更によ

る累積的影響額
△402,167 △402,167

会計方針の変更を反映

した当期首残高
△4,262 7,397,722 251,211 1,553,202 1,804,413 9,202,136

当期変動額

剰余金の配当 △135,624 △135,624

当期純利益 825,085 825,085

自己株式の取得 △259 △259 △259

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

24,546 95,605 120,152 120,152

当期変動額合計 △259 689,201 24,546 95,605 120,152 809,353

当期末残高 △4,522 8,086,923 275,758 1,648,807 1,924,565 10,011,489
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当事業年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 1,751,500 600,000 269,602 869,602 5,470,342 5,470,342

会計方針の変更によ

る累積的影響額

会計方針の変更を反映

した当期首残高
1,751,500 600,000 269,602 869,602 5,470,342 5,470,342

当期変動額

剰余金の配当 △79,775 △79,775

当期純利益 1,349,985 1,349,985

自己株式の取得

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 - - - - 1,270,209 1,270,209

当期末残高 1,751,500 600,000 269,602 869,602 6,740,552 6,740,552

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券評

価差額金
土地再評価差額金

評価・換算差額等

合計

当期首残高 △4,522 8,086,923 275,758 1,648,807 1,924,565 10,011,489

会計方針の変更によ

る累積的影響額
- -

会計方針の変更を反映

した当期首残高
△4,522 8,086,923 275,758 1,648,807 1,924,565 10,011,489

当期変動額

剰余金の配当 △79,775 △79,775

当期純利益 1,349,985 1,349,985

自己株式の取得 △262 △262 △262

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△73,497 49,251 △24,245 △24,245

当期変動額合計 △262 1,269,947 △73,497 49,251 △24,245 1,245,701

当期末残高 △4,784 9,356,871 202,261 1,698,058 1,900,319 11,257,191
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７．その他

（１）生産、受注及び販売の状況

　 （単位：百万円）

前事業年度 当事業年度
(自 平成26年４月１日 (自 平成27年４月１日 比較増減
至 平成27年３月31日) 至 平成28年３月31日)
金額 構成比 金額 構成比 金額

％ ％

舗装工事 9,078 90.5 12,387 90.2 3,308

工事部門 土木工事等 951 9.5 1,348 9.8 396

前期繰越高 計 10,030 100.0 13,735 100.0 3,705

製品等販売部門 ─ ─ ― ― ─

合 計 10,030 100.0 13,735 100.0 3,705

舗装工事 31,119 75.6 26,518 72.3 △4,606

工事部門 土木工事等 5,200 12.6 4,918 13.4 △281

受 注 高 計 36.319 88.2 31,437 85.7 △4,888

製品等販売部門 4,859 11.8 5,248 14.3 389

合 計 41,178 100.0 36,685 100.0 △4,499

舗装工事 27,810 74.2 28,530 73.3 719

工事部門 土木工事等 4,803 12.8 5,138 13.2 334

売 上 高 計 32,613 87.0 33,668 86.5 1,054

製品等販売部門 4,859 13.0 5,248 13.5 389

合 計 37,473 100.0 38,916 100.0 1,443

舗装工事 12,387 90.2 10,375 90.2 △2,017

工事部門 土木工事等 1,348 9.8 1,129 9.8 △219

次期繰越高 計 13,735 100.0 11,504 100.0 △2,237

製品等販売部門 ─ ─ ─ ─ ─

合 計 13,735 100.0 11,504 100.0 △2,237
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（２）役員の異動

① 代表者の異動

該当事項はありません。

　

② その他の役員の異動(平成28年６月28日付予定)

１．退任予定取締役

取締役 高橋 茂（現 常務取締役）

(注)高橋茂氏は退任後、顧問に就任予定であります。
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